




日　時：2016 年 11 月 9 日（水）











































































































　その後，国連東ティモール派遣団（UNAMET）が設立され，8 月 30 日に独立か統
合を決定する国民投票が実施された結果（投票率 98.6 ％），独立支持は 7 割を超えた。
しかし，その後，東ティモールの独立に反対する統合派民兵とインドネシア軍による
焦土作戦によって治安は急速に悪化した。1,400 人以上が殺害され，国土の 75 ％のイ




　 1999 年 10 月に，東ティモールの立法・行政・司法に係る全ての権限の行使をマン
デートとする国連東ティモール暫定行政機構（UNTAET）の設置が決定された。そ

























設置され，2004 年の活動終了までに約 8,000 人から聴取をおこなった。また，2005
年に，⑵を対象として，インドネシアと東ティモール両国で共通の歴史認識を構築す
ることをマンデートとする真実友好委員会（Indonesia –Timor Leste Commission of 




















きとしては， ⑴証人（deponent）による CRP 事務所への自発的申請，⑵ CRP の地域
委員による聞き取り，申請書の提出，⑶検事局へ照会（重大犯罪と判断されると
















て言及したい。CRP の参加者は 4 万人であったが，CRP を終了した 1,341 人のうち，
報復などの暴力は報告されていない。CRP の受益者は加害者とコミュニティであり，
90 ％を超える住民が支持している。こうしたことから避難民と加害者の社会統合が
成功したと言える。その反面，法の支配の実現は不完全であり，「片翼の正義」で
あった。すなわち，CRP は加害者に主導権があり，重大犯罪が放置されたことで責
任者の処罰は停滞した。CRP の加害者は軽微な犯罪を犯した「小者」であり，多く
の被害者には事実上の免責となったのである。
　現在の移行期正義の課題として，秩序を優先し，被害者の救済が不十分になる点
や，国際社会による過剰な介入や押しつけが指摘されているが，こうした課題は東
ティモールにおける移行期正義でも共通してみられることがわかる。ハイブリッドな
ローカル正義の利用によって，現地のオーナシップと能力強化，リベラル概念（人
権・法の支配など）の受容が促進されることを期待したい。
（文責：小尾　美千代）
